
 

山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、農業農村が持つ多面的機能の維持・発揮を促進し、地域資源の良好な

保全とその質的向上を図ることを通じて、地域の振興に資するため、地域共同による

農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全

管理のための推進活動（農地維持活動）や、地域資源の質的向上を図る共同活動（資

源向上活動（共同））に加え、農地周りの農業用用排水路等施設の長寿命化のための活

動（資源向上活動（長寿命化））に対し農地維持・資源向上活動支援事業費補助金（以

下「本補助金」という。）を交付する措置を講じることとする。 

２ 本補助金の交付については、次に定めるものによるほか、この要綱の定めるところ

による。 

 （１）多面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５４

号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。） 

 （２）多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５５

号農林水産省農村振興局長通知。以下「実施要領」という。） 

 （３）多面的機能支払交付金交付要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５３

号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。） 

 （４）日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第３０２

１号農林水産事務次官依命通知。以下「推進交付等要綱」という。） 

 （５）日本型直接支払推進交付金実施要領（平成２８年４月１日付け２７生産第２８

５５号・２７農振第２２１９号農林水産省農村振興局長通知。以下「推進実施要領」

という。） 

 （６）山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」とい

う。） 

３ 知事は、予算の範囲内において次の各号に掲げる補助金を交付するものとする。 

（１）農地維持活動支援事業費補助金 

   知事は、農地維持活動支援事業費補助金の対象農用地が存する市町村からの申請

に基づき、第５条の第１項に規定する地目毎の交付単価をそれぞれ該当する対象農

用地の面積に乗じて得た金額に相当する金額の合計額の範囲内で市町村に補助金を

交付する。 



（２）資源向上活動支援事業費補助金 

  ア．資源向上活動支援事業費補助金（共同活動） 

知事は、地域資源の質的向上を図る共同活動の対象農用地が存する市町村からの

申請に基づき、第５条の第４項に規定する地目毎の交付単価をそれぞれ該当する対

象農用地の面積に乗じて得た金額に相当する金額の合計額の範囲内で市町村に補

助金を交付する。 

イ．資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化） 

知事は、施設の長寿命化に係る活動の対象農用地が存する市町村からの申請に基

づき、第５条の第８項に規定する地目毎の交付単価をそれぞれ該当する対象農用地

の面積に乗じて得た金額に相当する金額の合計額の範囲内で市町村に補助金を交

付する。 

ウ．組織の広域化・体制強化 

知事は、組織の広域化・体制強化の対象活動組織が存する市町村からの申請に基

づき、第５条の第１０項に規定する交付単価で市町村に補助金を交付する。 

 （３）推進事業費補助金 

   知事は、推進交付等要綱別紙１第２に定める市町村推進事業及び推進交付等要綱

別紙１第３に定める推進組織推進事業に対し、補助金を交付する。 

 

（補助金の対象経費及び交付額） 

第２条 前条に規定する補助金の対象経費及び交付額は別表のとおりとする。 

 

（実施期間） 

第３条 本補助金の実施期間は、国の「多面的機能支払交付金」の実施期間に準ずるも

のとする。 

 

（推進組織に係る手続） 

第４条 推進組織の長は、推進交付等要綱別紙４第２の２に基づく承認申請について、

協議書（第１号様式）により知事に事前に協議するものとする。 

２ 推進組織の長は、推進交付等要綱別紙４第３の１に基づき届け出る地域協議会規約

その他の規程の変更について、協議書（第２号様式）により知事に事前に協議するも

のとする。 

 



（農地維持活動支援事業費補助金及び資源向上活動支援事業費補助金の交付単価） 

第５条 農地維持活動支援事業費の交付単価は、次に掲げる表に定めるとおりとする。 

 

地 目 

農地維持活動支援事業費

補助金の１０ａ当たりの

交付単価 

田 ２，２５０円 

畑 １，５００円 

草 地 １８７．５円 

 

※１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てて交付することとする。 

 

２ 実施要綱別紙１第６の２の（１）に基づき、事業計画に定める実施期間中に対象農

用地の地目を変更する場合、当該対象農用地に係る基本単価および加算単価について

は、地目の変更があった時点の当該期間中に限り、変更前の地目の単価を適用するも

のとする。 

３ 実施要綱別紙１第６の２の（２）により、樹園地を有し、かつ前項に定める表の交

付単価に０．５を乗じた額とする申請のあった地区については、交付単価を５割とす

る。（以下、「樹園地単価」という。）但し、交付単価を５割とする申請のあった地区を

有する市町村における農地維持活動支援事業費補助金の対象農用地の面積が、前年度

と比較して増加が見込まれることを要件とする。 

４ 資源向上活動支援事業費補助金（共同活動）の交付単価は次の（１）と（２）に定

めるとおりとする。 

（１）基本単価 

地 目 

資源向上活動支援事業費

補助金（共同活動）の 

１０ａ当たりの交付単価 

田 １，８００円 

畑 １，０８０円 

草 地 １８０円 

 



（２）加算単価  

 a 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援 

実施要綱別紙２第６の２の（１）ウの a に定める対象農用地において、資源向上活

動支援事業費の加算単価は、次に掲げる表に定めるとおりとする。 

 

地 目 

資源向上活動支援事業

費補助金（共同活動）

の１０ａ当たりの 

加算単価 

田 ３００円 

畑 １８０円 

草 地 ３０円 

 

ｂ 水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援 

実施要綱別紙２第６の２の（１）ウのｃに定める対象農用地において、資源向上活

動支援事業費の加算単価は、次に掲げる表に定めるとおりとする。 

 

地 目 

資源向上活動支援事業

費補助金（共同活動）

の１０ａ当たりの 

加算単価 

田 ３００円 

  

ｃ 環境負荷低減の取組への支援 

実施要綱別紙２第６の２の（１）ウの d に定める対象農用地において、資源向上

活動支援事業費の加算単価は、次に掲げる表に定めるとおりとする。 

 

区分 環境負荷低減の取組の

10ａ当たりの交付単価 

長期中干し ６００円 

冬期湛水 ３，０００円 



夏期湛水 ６，０００円 

中干し延期 ２，２５０円 

江の設置等 

（作溝実施） 
３，０００円 

江の設置等 

（作溝未実施） 
２，２５０円 

 

 

５ 実施要綱別紙２第６の２の（１）イに基づき、５年間以上活動を実施し、補助金の

交付を受けた対象農用地、もしくは資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）の対

象農用地については、前項に定める表の交付単価に０．７５を乗じて得た額を交付単

価とする。（以下「０．７５単価」という。） 

６ 実施要綱別紙２第６の２の（１）オにより、樹園地を有し、かつ前項に定める表の

交付単価に０．５を乗じた額とする申請のあった地区については、交付単価を５割と

する。（以下、「樹園地単価」という。）但し、交付単価を５割とする申請のあった地区

を有する市町村における資源向上活動支援事業費補助金（共同活動）の対象農用地の

面積が、前年度と比較して増加が見込まれることを要件とする。 

７ 実施要綱別紙２第６の２の（１）カに基づき、実施要領別記１－２第３の２の（３）

に定める、多面的機能の増進を図る活動に取り組まない場合には当該の交付単価に５

／６を乗じて額を交付単価とする。 

８ 資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）の交付単価は次に掲げる表に定めると

おりとする。 

 

地 目 

資源向上活動支援事業費

補助金（長寿命化）の 

１０ａ当たりの交付単価 

田 ３，３００円 

畑 １，５００円 

草 地 ３００円 

 

 



９ 実施要綱別紙２第６の２の（２）のア及びイに基づき、直営施工を実施しない活動

組織については、当該単価に５／６を乗じて得た額とし、また、実施要綱別紙５の第

３に定める要件を満たさない活動組織の場合は、当該金額又は保全管理する区域内に

存在する集落数に１５０万円を乗じて得た額のいずれか小さい額を、県が交付する額

とする。 

 

１０ 実施要綱別紙２第６の２の（３）のアに基づき、対象組織への組織の体制強化に

対する交付単価は、次に掲げる表に定めるとおりとする。 

 

区分 1 組織当たりの交付単価 

広域活動組織の設立及び

活動支援班の設置 
３０万円 

 

（交付申請） 

第６条 市町村長及び推進組織の長は、農地維持活動支援事業費補助金、資源向上活動

支援事業費補助金及び推進事業費補助金の交付を受けようとするときは、規則第４条

の規定により、交付申請書（第３号様式）を、別に定める日までに知事に提出しなけ

ればならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする市町村長及び推進組織の長は、前項の規定による申

請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る仕入れに係る消費税仕入控除税額

（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額との合計額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助

金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合、この限りでない。 

３ 交付決定前に推進事業に着手しようとする市町村長及び推進組織の長は、その理由

を明記した交付決定前着手届（第４号様式）を提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第７条 規則第７条の規定による交付決定の通知は、交付決定通知書（第５号様式）に

より行うものとする。 



（農地維持活動支援事業費補助金及び資源向上活動支援事業費補助金の管理・運用） 

第８条 市町村長は、県から交付される農地維持活動支援事業費補助金及び資源向上活

動支援事業費補助金を該当組織に交付するものとする。 

２ 市町村長は、本補助金について、他の事業と区分して経理しなければならない。 

 

（事業の中止、廃止） 

第９条 市町村長及び推進組織の長は、事業の中止・廃止をしようとするとき又は、推

進事業費補助金が予定の期間内に完了しないときは、速やかに知事に対してその理由

を補助金（中止、廃止）承認申請書（第１１号様式）により提出し、知事の指示を受

けなければならない。 

 

（内容の変更） 

第１０条 市町村長及び推進組織の長は、第６条に規定する交付申請書の記載事項を変

更しようとするときは、変更承認申請書（第６号様式）を知事に提出し、承認を受け

なければならない。ただし、軽微な変更については、この限りではない。 

２ 前項に規定する軽微な変更とは、第３号様式 別紙１の２以外、第３号様式 別紙

２の４以外の変更とする。 

 

（農地維持活動支援事業費補助金及び資源向上活動支援事業費補助金の返還） 

第１１条 市町村長は、実施要綱別紙１第９の１、２及び別紙２第９の１、２、 

３に基づき、農地維持活動支援事業費補助金及び資源向上活動支援事業費補助金につ

いて、返還するものとする。 

 

（状況報告） 

第１２条 市町村長及び推進組織の長は、規則第１０条の規定により、当該年度の１２

月３１日現在における状況報告書（第７号様式）を作成し、翌月の１０日までに知事

に提出しなければならない。 

２ 前項のほか、知事は、必要に応じて市町村長及び推進組織の長から遂行状況につい

て報告を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第１３条 市町村長及び推進組織の長は、規則第１２条の規定により補助事業等の完了



したとき（規則第 6 条第 1 項による廃止の承認があった時を含む。以下同じ。）は、

その日から起算して一ヶ月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の翌年度

の４月１０日のいずれか早い期日までに、知事に実績報告書（第８号様式）を提出し

なければならない。 

２ 第６条第２項ただし書により、交付の申請をした市町村長及び推進組織の長は、前

項の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明ら

かである場合には、これを交付金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第６条第２項ただし書により、交付の申請をした市町村長及び推進組織の長は、第

１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補

助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減

額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除

税額報告書（第９号様式）により速やかに知事に報告するとともに、知事による返還

命令を受けてこれを返還しなければならない。 

  また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合であっても、

その状況等について、補助金の交付を決定した年度の翌年度の６月１５日までに、同

様式により知事に報告しなければならない。 

 

（補助金の支払） 

第１４条 補助金の支払いは、規則第１３条の規定により交付すべき補助金の額を確定

した後に行うものとする。ただし、知事が必要と認めた場合は、概算払いをすること

ができる。 

２ 補助金の全部又は一部について概算払いを受けようとする市町村長及び推進組織

の長は、概算払請求書（第１０号様式）を知事に提出するものとする。 

 

（額の再確定） 

第１５条 市町村長及び推進組織の長は、規則第 13 条による額の確定通知を受けた後

において、補助金に係る事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の補助金に代わ

る収入があったこと等により補助金に係る事業に要した経費を減額すべき事情があ

る場合は、知事に対し当該経費を減額して作成した実績報告書を第 1３条第 1 項に準

じて提出するものとする。 

２ 知事は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、規則第 13 条に準じて改

めて額の確定を行うものとする。 



３ 規則第１６条第２項の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（関係書類の閲覧） 

第１６条 知事は、必要に応じて、市町村長及び推進組織の長の経理内容を調査し、当

該助成の交付申請の基礎となった関係書類等の閲覧を求めることができる。 

 

（経理事務指導） 

第１７条 知事は、必要に応じて、市町村長及び推進組織の長に対し、補助金に係る経

理が適切に行われるよう指導するものとする。 

 

（証拠書類の保存） 

第１８条 市町村長及び推進組織の長は、事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、

事業終了年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。ただし、

補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で農林畜水産業関係補助金等交付規

則（昭和３１年農林省令第１８号）に規定する処分制限期間が５年を超えるものにつ

いては、当該期間が経過するまで関係書類を保管しなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年８月２２日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年５月２５日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年５月３０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月２９日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月２２日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 



附 則 

この要綱は、令和２年７月３１日から施行し、令和２年度に交付する交付金から適用

する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から施行し、令和３年度に交付する補助金から適用す

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１２日から施行し、令和４年度に交付する補助金から適用

する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１８日から施行し、令和５年度に交付する補助金から適用

する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年５月１５日から施行し、令和６年度に交付する補助金から適用

する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月３０日から施行し、令和７年度に交付する補助金から適用

する。 

 

  



別表（第２条関係） 

 

事  業 交付対象経費 
交 付 

対象者 
交 付 額 

１ 農地維持活

動支援事業費

補助金 

実施要綱別紙１により市町村が

対象活動組織に対して交付する

農地維持支払交付金に要する経

費 

市町村 定 額 

２ 資源向上活

動支援事業費

補助金 

実施要綱別紙２により市町村が

対象活動組織に対して交付する

資源向上支払交付金に要する経

費 

市町村 定 額 

３ 推進事業費

補助金 

（１）推進交付等要綱別紙１の

第２の規定に基づいて市町村が

市町村推進事業を実施するのに

必要な経費 

（２）推進交付等要綱別紙１の

第３の規定に基づいて推進組織

が推進組織推進事業を実施する

のに必要な経費 

市町村 

及び 

推進組織 

定 額 

 



第１号様式（第４条第１項関係） 

 

    第       号 

年   月   日 

 

山梨県知事  殿 

 

                      住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

推進組織の承認申請に係る協議書 

 

山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第４条第１項に基づき、次

の関係書類を添えて協議する。 

 

１ 会員名簿 

 

２ 規約その他の規程（推進実施要領別記２－１～２－６） 

 

３ 事業計画書 

 

 

 （注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 



 

第２号様式（第４条第２項関係） 

 

第       号 

年   月   日 

 

山梨県知事  殿 

 

               住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

推進組織規約その他の規程の変更届出に係る協議書 

 

山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第４条第２項に基づき、次

の関係書類を添えて協議する。 

 

１ 規程  新旧対照表 

 

 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

 



 

第３号様式（第６条第１項関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事  殿 

 

市町村長          印  

 又は            

住所               

                      推進組織名            

                      代表者           印  

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付申請書 
 

 

    年度において次のとおり実施したいので、山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費

補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、金            円の交付を申請

する。 

 

 

補助金交付申請額 

 

農地維持活動支援事業費補助金                       円 

 

資源向上活動支援事業費補助金                       円 

 

推進事業費補助金                             円 

 

（注）農地維持活動支援事業費補助金、又は資源向上活動支援事業費補助金を申請する場合

は、（第３号様式 別紙１）を添付する。 

（注）推進事業費補助金を申請する場合は、（第３号様式 別紙２）を添付する。 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

  



（第３号様式　別紙１）

1　事業の目的

２　事業計画及びその内容

　（１）農地維持活動支援事業費補助金　交付計画（又は実績）

ア．基本単価

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

※相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること

(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

計　①＋②＋③

その他の単価

基本単価

草地　③

その他の単価

基本単価

畑　　②

その他の単価

区分 交付単価 対象農用地面積
交付額

（国費＋県費）
備考

田　　①

基本単価



農地維持支援活動事業費補助金　実施予定地区一覧

注１：対象活動組織からの申請書及び添付書類（規約等）を審査した結果、農地維持活動支援事業費補助金の交付の対象と認められる対象活動組織について記載する。
注２：対象農用地に地目の変更があった活動組織については、チェック項目の「地目変更」に○印を記入する。
注３：樹園地単価を適用する活動組織については、チェック項目の「樹園地単価」に○印を記入する。
注４：加算単価を適用する活動組織については、チェック項目の「加算措置」に○印を記入し、下の行のセルの活動組織名に「上記加算措置」と記入し、加算措置を受ける農用地面積と交付金額を記入する。
注５：事業計画に位置付けられた実施計画が必要な要件を全て満たすものであることを示すため、チェック項目の「支援要件」の欄に○印を記入する。
注６：相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること　(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

市町村名 活動組織名

認定農用地（ha） 支援対象農用地（ha） 交付額
（合計）
（円）

交付額
（国費）
（円）田 畑 草地 計

支援
要件

田 畑 草地 計
地目
変更

樹園地
単価

交付額
（県費）
（円）

チェック項目

備考
加算
措置

合計



　（２）資源向上活動支援事業費補助金　交付計画（実績）

ア．資源向上活動支援事業費補助金（共同活動）
（ア）基本単価

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

a 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

※相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること
(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）
a.多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

a 円

（円/10a） a 円

a 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

※相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること
(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

組織

畑　　②

交付額（国費＋県費） 備考

田　　①

計　①＋②＋③

区分

加算単価

基本単価×5/6×0.75

加算措置の
対象組織数

基本単価

基本単価×5/6×0.75

基本単価×0.75

基本単価×5/6

加算単価

計 ①＋②＋③

加算単価

草地　③

草地　③

基本単価×0.75

基本単価×5/6

基本単価

交付単価 対象農用地面積

その他の単価

畑　　②

その他の単価

基本単価×5/6×0.75

基本単価

基本単価×5/6

その他の単価

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（国費＋県費） 備考

田　　①

基本単価×0.75



ｂ.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a 円

（円/10a） a 円

a 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

※相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること
(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

組織

c．環境負荷低減の取組への支援

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円

（円/10a） a 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

組織

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（国費＋県費） 備考

加算措置の
対象組織数

田

加算単価

計

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額(国費＋県費) 備考

長期中干し

冬期湛水

夏期湛水

江の設置等
作溝実施

作溝未実施

中干し延長

加算措置の
対象組織数



資源向上活動支援事業費補助金（共同活動）　実施予定地区一覧

注１：対象活動組織からの申請書及び添付書類（規約等）を審査した結果、資源向上活動支援事業費補助金（共同活動）の交付の対象と認められる対象活動組織について記載する。
注２：農地・水・環境向上対策及び農地・水保全管理支払の取り組みを含め、５年間以上継続している活動組織、または資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）の活動も行っている活動組織については、チェック項目の「０．７５単価」に○印を記入する。
注３：多面的機能の増進を図る活動に取り組む活動組織については、チェック項目の「多面的機能の増進」に○印を記入する。
注４：加算単価である多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援及び農村協働力の深化に向けた活動への支援を受ける場合については、チェック項目の「更なる増進」「農村協働力」に○印を記入する。
注５：樹園地単価を適用する活動組織については、チェック項目の「樹園地単価」に○印を記入する。
注６：規約により活動組織の構成員に非農業者等が含まれていること、事業計画に位置付けられた実施計画が必要な要件を全て満たすものであることを示すため、チェック項目のそれぞれの欄に○印を記入する。
注7：相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること　(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

田んぼ
ダム

備考
非農業者
の参画

市町村名 活動組織名

認定農用地（ha） 支援対象農用地（ha） 交付額
（合計）
（円）

交付額
（国費）
（円）田 畑 草地 計

更なる
増進

農村
協働力

チェック項目

0.75
単価

多面的
機能の
増進

樹園地
単価

支援
要件

田 畑 草地 計

交付額
（県費）
（円）

合計



イ．資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）

a 円 円

（円/10a） a 円 円

（円/10a） a 円 円

a

（円/10a） a 円 円

a 円 円

（円/10a） a 円 円

（円/10a） a 円 円

a

（円/10a） a 円 円

a 円 円

（円/10a） a 円 円

（円/10a） a 円 円

a

（円/10a） a 円 円

（円/集落） 円 円

a 円 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

※１集落150万円の対象農用地面積には、１集落150万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載すること。

※相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること

(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

ウ．組織の体制強化に対する支援

（円/組織） 円
※実績報告においては、返還額を交付額の欄に［　］書きで記載すること。

基本単価

区分 交付単価 対象農用地面積
交付額

（国費＋県費）
備考

田　　①

交付上限額
（国費＋県費）

基本単価×5/6

１集落150万円

畑　　②

その他の単価

基本単価

１集落150万円

基本単価×5/6

その他の単価

草地　③

基本単価

基本単価×5/6

１集落150万円

計　①＋②＋③＋④

保全管理する区域内に
存在する集落数　④

その他の単価

集落

区分 交付単価 対象組織数
交付額

（国費＋県費）
備考

組織



資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）　実施予定地区一覧

注１：対象活動組織からの申請書及び添付書類（規約等）を審査した結果、資源向上活動支援事業費補助金（長寿命化）の交付の対象と認められる対象活動組織について記載する。
注２：広域活動組織の規模を満たさず、かつ直営施工を実施しない活動組織については、チェック項目の「５／６単価」に○印を記入する。
注３：集落数に１５０万円を乗じて得た額を交付する活動組織については、チェック項目の「１集落１５０万円」に○印を記入する。
注４：事業計画に位置付けられた実施計画が必要な要件を全て満たすものであることを示すため、チェック項目の「支援要件」の欄に○印を記入する。
注5：相殺交付を行っている場合は、備考欄に相殺額を記載すること　(記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費＋県費）：○○円】)

市町村名 活動組織名

認定農用地（ha） 支援対象農用地（ha） 交付金
（合計）
（円）

交付金
（国費）
（円）田 畑 草地 計 田 畑 草地 計

交付金
（県費）
（円）

チェック項目

備考
支援
要件

5/6
単価

1集落
150万円

合計



組織の体制強化に対する支援　実施予定地区一覧

注１：対象活動組織からの申請書及び添付書類（規約等）を審査した結果、組織の体制強化に対する支援の交付対象と
　　　認められる対象活動組織について記載し、チェック項目に該当する活動の欄に○印を記入する。
注２：事業計画に位置付けられた実施計画が必要な要件を全て満たすものであることを示すため、チェック項目の「支援要件」の欄に○印を記入する。

合計

交付額
（県費）
（円）

備考市町村名
交付金

（合計）
（円）

交付額
（国費）
（円）

組織の
体制強化に対する支

援

支援
要件

チェック項目

活動組織名



３　経費の配分

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

４　事業完了予定（又は事業完了）年月日

５　収支予算（又は収支精算）

　（１）収入の部

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

　（２）支出の部

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

６　支払いの方法

　　　　口座振込

＜施行注意＞
　実績報告の際には、「２　事業計画及びその内容」及び「３　経費の配分」は交付決定に係る内容及び実績報告の内容を容易に
比較対照できるよう交付決定内容を（ ）書で上段に記載するとともに、「５　収支予算」を「５　収支精算」、「本年度予算
額」を「本年度精算額」、「前年度予算額」を「本年度予算額」に置き換えるものとする。

合　計

資源向上活動支援事業費

金融機関名 銀行 本店・（　　　　　　　　　　　）支店

預金種別 １普通　２当座　３その他（　　　　　） 口座番号

口座名義

農地維持活動支援事業費

区　分
本年度予算額

(又は本年度精算額)
前年度予算額

(又は本年度予算額)

比較増減額
備考

増 減

合　計

（３）市町村費

（２）県費

（１）国費

資源向上活動支援事業費

（３）市町村費

（２）県費

（１）国費

農地維持活動支援事業費

（注）備考欄には、消費税仕入控除額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含
税額」をそれぞれ記載すること。

　　　年　　　　月　　　　日

区　分
本年度予算額

(又は本年度精算額)
前年度予算額

(又は本年度予算額)

比較増減額
備考

増 減

合　計

資源向上活動支援事業費

農地維持活動支援事業費

区　分
補助金に係る事業に要する
経費（又は補助金に係る事

業に要した経費）

負担区分
備考

国　費 県　費 市町村費



 

（第３号様式 別紙２） 

 

１ 事業の目的 

 

 

 

２ 事業計画及びその内容 

１）促進計画の策定（又は実績） 

策定時期 備考 

月  

 

２）推進・指導等 

①説明会等の開催計画（又は実績） 

開催時期 説明内容 備考 

月   

 

②推進・指導等の計画（又は実績） 

実施時期 内容 備考 

月   

 

  ③審査・通知等の計画（又は実績） 

実施時期 内容・件数等 備考 

     月   

 

 

④推進に関する手引き等の作成計画（又は実績） 

資料の内容 配布先 作成部数 備考 

  部  

 

⑤事務支援組織への支援計画（又は実績） 

交付時期 対象組織数 交付額 備考 

月 組織 円  

 

 ３）実施 状況の確 認事務計 画（又は 実績） 

 確認時期 体制・件数等 備考 

     月   

 

 ４）その他推進事業の実施に必要な事項 

実施時期 内容・事業量等 備考 

月   

 

 



 

５）経費の配分 

                          

推進事業に要する経費 

（又は要した経費） 

負  担  区  分 

備考 
国費 県費 市町村費 

推進事業費 円 円 円  

 

（注）備考欄には、消費税仕入控除額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額

がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合は「含税額」をそれぞれ記入する

こと。 

 

３ 事業完了予定（又は事業完了）年月日 

 

            年   月   日 

 

４ 収支予算（又は精算） 

（１）収入の部                           

区 分 

本年度予算額 

又は 

本年度精算額 

前年度予算額 

又は 

本年度予算額 

比 較増減額 
備考 

増 減 

推進事業費（国費） 円 円 円 円  

 

（２）支出の部 

区 分 

本年度予算額 

又は 

本年度精算額 

前年度予算額 

又は 

本年度予算額 

比 較増減額 
備考 

増 減 

推進事業費（国費） 円 円 円 円  

 

５ 支払いの方法 

 

口座振込 

金融機関名              銀行 本店 ・ （    ）支店 

預金種別 １普通 ２当座 ３その他（  ） 口座番号  

口座名義  

＜施行注意＞ 

 実績報告の際には、「２．事業計画及びその内容」及び「３．経費の配分」は交付決定に係

る内容及び実績報告の内容を容易に比較対照できるよう交付決定内容を（ )書で上段に記載

するとともに、実績報告の際には、「４．収支予算」を「４．収支精算」、「本年度予算額」を

「本年度精算額」、「前年度予算額」を「本年度予算額」に置き換えるものとする。 

 



 

第４号様式（第６条第３項関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事  殿 

 

市 町村長      印  

 又は         

住所            

                      推進組織名         

                      代表者         印 

 

 

 年度 推進事業費補助金交付決定前着手届 
 

 

  山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第６条第３項の規定に基づき、

次の条件を了承の上、別添事業について交付決定前に着手したいので、提出する。 

 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損失を生

じた場合、これらのあらゆる損失は、事業実施主体が負担するものとする。 

 

２ 交付決定を受けた補助金が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、

異議がないこと。 

 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更は

ないこと。 

 

 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

 

  



 

（別添） 

 

事業名 事業費 着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 

理由 

・市町村 

推進事業 

 

・推進組織 

推進事業 

    

  



 

第５号様式（第７条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

市町村長  殿 

 又は 

推進組織の長 殿 

 

山梨県知事         印 

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付決定通知書 
 

 

  年  月  日付け  第   号で申請のあった   年度農地維持・資源向上活

動支援事業費補助金については、山梨県補助金等交付規則第５条の規定に基づき、次のとお

り交付することに決定したので、同規則第７条及び山梨県農地維持・資源向上活動支援事業

費補助金交付要綱第７条の規定に基づき通知する。 

 

 

１ 補助対象事業  農地維持活動支援事業費補助金 

          資源向上活動支援事業費補助金 

          推進事業費補助金 

 

 

２ 交付対象経費                円 

 

 

３ 補助金の額                 円 

 

 

４ 市町村長は、概算払により補助金の交付を受けた場合においては、当該概算払を受けた

補助金の額に相当する額を延滞なく対象活動組織に交付しなければならない。 

 

 

５ 補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、（別紙）のとおりとする。 

 

※変更の場合、件名を「  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金変更交付決定通

知書」とする。 

※変更の場合、「２ 交付対象経費」及び「３ 補助金の額」について、変更前を上段括弧書

き、変更後を下段に記載する。 

 



 

（別紙） 

交  付  条  件 
 

１ 市町村長及び推進組織の長は、次に掲げる規則等の定めるところに従わなければならな

い。 

（１）山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱 

（２）山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号） 

（３）多面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５４号農林

水産事務次官依命通知） 

（４）多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５５号農林

水産省農村振興局長通知） 

（５）多面的機能支払交付金交付要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５３号農林

水産事務次官依命通知） 

（６）日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第３０

２１号農林水産事務次官依命通知） 

（７）日本型直接支払推進交付金実施要領（平成２８年４月１日付け２７生産第２

８５５号・２７農振第２２１９号農林水産省農村振興局長通知） 

 

２ １に掲げる規則等又は交付条件に違反した場合には、補助金の全部又は一部を返還させ

ることがある。 

 

３ 市町村長及び推進組織の長は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、かつ当該収入及び支出について証拠書類を、事業終了の年度の翌年度から起算して５

年間保管しなければならない。 

 

４ 市町村長は、対象活動組織から２により返還を受けた場合には、返還を受けた金額の全

部又は一部に相当する額を知事に納付しなければならない。 

 

５ 補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付までの日

数に応じ、当該補助金の額につき年 10.95%の割合で計算した加算金を知事に納付しなけ

ればならない。 

 

６ 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日数に応じ、その未納付額につき年 10.95%の割合で計算した延滞金を知事に納

付しなければならない。 

 

７ 市町村長は、多面的機能支払交付金実施要綱第５に定める事業実施主体に補助金を交付

するときは、当該事業実施主体に対し、多面的機能支払交付金交付要綱第６、第８から第１

０まで及び第１３の規定に準ずる条件を付すほか、次に掲げる条件を付さなければならな

い。この場合において、市町村長は、事業実施主体からの（１）のイに係る納付を受けた場

合は、その金額の全部又は一部を知事に納付しなければならない。 

  



 

 （１） 財産の管理等 

 

ア 事業実施主体は、交付対象経費（補助金に係る事業を他の団体に実施させた場合にお

ける対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）については、補助金に係る事業の完了後においても、善良な

る管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運

営を図らなければならない。 

 

イ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれると

きは、その収入の全部又は一部を市町村に納付させることがあること。 

 

 （２） 財産の処分の制限 

 

ア 事業実施主体は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間（以下「処分制

限期間」という。）において、農林水産大臣が別に定める取得財産等を処分

しようとするときは、あらかじめ市長村長の承認を受けなければならない。 

 

イ アの承認については前号のイの規定を準ずる。 

 

ウ 市町村長は、イのアの承認をしようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。 

 

 （３） 財産管理台帳の整備 

   事業実施主体は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、

多面的機能支払交付金交付要綱別記様式第８号の財産管理台帳その 他関 係

書類を整備保管しなければならない。 

 

 （４） 契約等 

 

  ア 事業実施主体は、補助金に係る事業を遂行するため、売買、請負その他の

契約をする場合には、一般の競争に付さなければならない。ただし、補助金

に係る事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合に

は指名競争に付し、又は随意契約とすることができる。 

 

  イ 事業実施主体は、アにより契約をしようとする場合は、当該契約に係る一

般の競争、指名競争又は随意契約（以下「競争入札等」という。）に参加しよ

うとする者に対し、多面的機能支払交付金交付要綱別記様式第９号による指

名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者について

は、競争入札等に参加させてはならない。もしくは、多面的機能支払交付金交

付要綱別記様式第９号以外のもので、指名停止の措置を受けていないことを証明でき

るようにしなければならない。 

 

  



 

８ 推進組織の長は、交付事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合に

は、一般の競争に付さなければならない。ただし、交付事業の運営上、一般の競

争に付すことが困難又は不適当である場合には指名競争に付し、又は随意契約と

することができる。 

９ 推進組織の長は、８により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競

争、指名競争又は随意契約（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする

者に対し、多面的機能支払交付金交付要綱別記様式第９号による指名停止等に関

する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に

参加させてはならない。 

 

（注１）８、９は推進組織の長へ推進交付金の交付決定を通知する場合の条件とする。 

（注２）国からの交付決定により、上記とは別の交付条件が付されている場合は、

その指示に従い条件を追加することとする。 

 

 

  



 

第６号様式（第１０条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事    殿 

 

                      市町村長          印 

                       又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金変更承認申請書 
 

 

  年  月  日付け  第   号で交付決定通知のあった補助金について、次のと

おり計画を変更し［ 金      円の追加交付（減額承認）を受け］たいので、山梨県農

地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき申請する。 

 

 

（注）金額の変更のない場合は［  ］の部分を除くこと。 

（注）記載事項については、第３号様式 別紙１又は第３号様式 別紙２に準ずる。 

（注）補助金交付の決定に係る内容及び変更後の内容を、容易に比較対照できるように作成

するものとし、変更前を括弧書きで記載すること。 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

  



 

第７号様式（第１２条第１項関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事     殿 

 

                     市町村長          印 

                      又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金遂行状況報告書 
 

 

  年  月  日付け  第   号で交付決定通知のあった補助金について、山梨

県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき、次の

とおり報告する。 

 

 

  年  月  日現在 

区  分 
計  画 

Ａ 

出 来 高 

Ｂ 

進 捗 度 

Ｂ／Ａ 
備    考 

 円 円 ％  

農地維持活動支援事業費補助金 

（資源向上活動支援事業費補助金） 

（推進事業費補助金） 

    

 

 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

  



 

第８号様式（第１３条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事     殿 

 

                     市町村長          印 

                      又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印 

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金実績報告書 
 

 

  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知（及び   年  月  

日付け  第   号で変更通知）のあった補助金について、次のとおり実施したので、山梨

県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき報告する。 

 

 

記載事項については、第３号様式 別紙１又は第３号様式 別紙２に準ずる。 

 

（注）交付の決定に係る内容及び実績報告の内容を比較対照できるように作成するものとし、

交付決定内容を括弧書きで記載すること。 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 



 

第９号様式（第１３条第３項関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事     殿 

 

                     市町村長          印 

                      又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印 

 

 

  年度 

農地維持・資源向上活動支援事業費補助金の消費税仕入控除税額報告書 

 

 

  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知（及び   年  月  

日付け  第   号で変更通知）のあった補助金について、山梨県農地維持・資源向上活動

支援事業費補助金交付要綱第１３条第３項の規定に基づき次のとおり報告する。 

 

 

１ 山梨県補助金等交付規則第１３条の補助金の額の確定額     金       円 

 

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額         金       円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金       円 

 

４ 補助金返還相当額                      金       円 

 

（注）記載内容確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、交付対象事業者が法人格を有しない組合等の場合には、すべての構成員分を添付する

こと。 

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合には、その内訳を確認できる資料も併

せて提出すること。） 

 



 

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

（                                   ） 

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も

記載すること。 

 

 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 

  



 

第１０号様式（第１４条第２項関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事     殿 

 

                     市町村長          印 

                      又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

 

   年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金概算払請求書 
 

 

  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知（及び   年  月  

日付け  第   号で変更通知）のあった補助金について、山梨県農地維持・資源向上活動

支援事業費補助金交付要綱第１４条第２項の規定に基づき、次のとおり概算払いの請求をす

る。 

 

 

１ 概算払請求額 

農地維持活動支援事業費補助金            円 

資源向上活動支援事業費補助金            円 

推進事業費補助金                  円 

計                         円 

２ 内 訳 

（単位：円） 

区分 
交付決定額   

① 

既受領額 

② 

今回請求額 

③ 

残高 

① －（②＋

③） 

備考 

農地維持活動 

支援事業費 
     

資源向上活動 

支援事業費 
     

推進事業費      



 

 

３ 概算払い請求の理由 

 

 

 

４ 支払いの方法 

口座振込 

金融機関名              銀行 本店 ・ （    ）支店 

預金種別 １普通 ２当座 ３その他（  ） 口座番号  

口座名義  

 

 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 



 

第１１号様式（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

山梨県知事     殿 

 

                     市町村長          印 

                      又は 

                     住所 

                      推進組織名 

                      代表者           印  

 

 

  年度 農地維持・資源向上活動支援事業費補助金 

（中止、廃止）承認申請書 
 

 

  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知（及び   年  月  

日付け  第   号で変更通知）のあった補助金について、次のとおり中止（廃止）したい

ので山梨県農地維持・資源向上活動支援事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、申請

する。 

 

 

１ 補助対象事業  農地維持活動支援事業費補助金 

          資源向上活動支援事業費補助金          

          推進事業費補助金 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

 

（注）中止（廃止）承認申請書の提出と併せ、要綱第１０条の変更承認申請書（第６号様式）

を提出するものとする。 

（注）本様式における押印は省略しても差し支えない。 

 


